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はじめに 

 

かながわ自治体の国際政策研究会は、県及び市町村相互の緊密な連携を図り、

主に地域の国際化に関する施策の充実・推進に資することを目的として平成２

年に設置され、様々な研修、調査研究を実施しています。 

 この研究会は、部会形式で２年に一つのテーマについて調査研究する調査研

究事業と、外部講師の講演等により国際政策について知見を深める研修事業の

二本柱で進めております。 

 調査研究事業では、その時々で行政に求められる課題を中心にテーマに取り

上げ、県内自治体職員で連携して、テーマについて協議、研究し、お互いの資

質向上を図ってまいりました。 

平成28～29年度にかけては、増加する外国籍の住民や観光客にやさしいまち

づくりのため、自治体に求められている役割や事業を研究する目的で「多文化

共生における自治体の役割研究」部会を立ち上げました。県内22の自治体が部

会に参加し、協議、研究、活動を行いました。 

部会では、在住外国人と来日外国人への取組みについて調査し、外国籍の方

にとってのやさしいまちづくりをするために県内自治体の役割は何かについて、

テーマごとに検討してきました。 

平成30年３月20日には、かながわ県民センターにて、部会の研究活動成果

の報告会を行いました。部会員により、これまでの研究、活動成果について

発表するとともに、公益財団法人 名古屋国際センター交流協力課長の丹下 

厚史氏を招いて、「名古屋国際センターにおける「多文化共生社会」に向け

た取組み」についてご紹介いただき、さらに外部講師の視点から部会の成果

について検証していただきました。 

本報告書は、部会の平成28～29年度の研究、活動成果についての上記報告

会での発表資料等、部会の活動について取りまとめて掲載したものです。 
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外部講師による講演 
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